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現状の水害リスク情報や取組状況の共有について現状の水害リスク情報や取組状況の共有について
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過去の被害情報
○過去には昭和42年8月洪水(羽越豪雨)と昭和44年8月洪水、昭和50年8月洪水(真室川災害

)が発生している

洪 水
原因

両羽橋地点

被害状況
流域平均

実績流量

)が発生している。
○近年、新庄河川事務所管内においては平成16年9月、平成25年7月などが注目される。

■昭和42年8月洪水（羽越豪雨） ■昭和44年8月洪水

生起年月
原因 被害状況

流域平均

2日雨量

（mm）

実績流量

（m3/s）

大正2年8月
台風+
前線

130.0 5,665
家屋流失6戸、浸水537戸、堤防決壊・破損1,339m、

道路損壊3,049m、橋梁流失5ｹ所

前線+ 死者8名、負傷者137名、全壊流失167戸、

※1 荒砥橋

荒砥鉄道橋

昭和42年8月
前線

低気圧 127.9 3,228
死者8名、負傷者137名、全壊流失167戸、

半壊床上浸水10,818戸、床下浸水11,066戸、

農地浸水10,849ha、宅地等浸水2,330ha

昭和44年8月 低気圧 149.2 6,067
死者2名、負傷者8名、家屋全壊流失13戸、

半壊床上浸水1,091戸、床下浸水3,834戸、

非住家1,988棟

※2、※3

※3

最上川の氾濫による浸水状況
（大石田町豊田地区）

最上川の増水による家屋浸水状況
（戸沢村古口地区）

■平成9年6月洪水■昭和50年8月洪水

昭和46年7月 温暖前線 104.4 3,645
死者4名、負傷者6名、家屋全壊流失13戸、

半壊床上浸水1,056戸、床下浸水5,383戸、

一部破損14戸、非住家821棟

昭和50年8月 寒冷前線 77.8 3,957
死者5名、負傷者28名、家屋全半壊115戸、

床上床下浸水788戸、農地浸水2,814ha、 ※2、※3

※3

昭和 年 月 寒冷前線 , 床 床 浸 戸、農 浸 , 、

宅地等浸水593ha

平成9年6月 台風8号 134.3 4,538
床上浸水9戸、床下浸水72戸、宅地等浸水3.1ha、
農地浸水1,612.5ha

平成14年7月
梅雨前線

+台風6号
138.1 4,398

家屋半壊1戸、床上床下浸水44戸、

農地浸水284.7ha、宅地等浸水0.8ha

※2

※2、※3

※2

最上川の増水による道路冠水状況
（大蔵村白須賀地区）

■平成16年7月洪水

真室川の増水による家屋浸水状況
（真室川町新町地区）

■平成25年7月洪水

平成16年7月 梅雨前線 111.4 5,499
床上床下浸水99戸、農地浸水1,710.1ha、
宅地等浸水0.3ha

平成25年7月 低気圧 130.0 5,317
負傷者3名、床上浸水49戸、床下浸水388戸、

農地浸水6,849ha

負傷者 名 家屋全半壊 戸 家屋 部損壊 戸

※2

※2

平成26年7月 梅雨前線 91.0 3,251
負傷者1名、家屋全半壊9戸、家屋一部損壊1戸、

床上浸水192戸、床下浸水430戸、農地浸水1,685ha
社会福祉施設6施設 ※4

出典：※1「山形県60年間の異常気象」 ※2「水害統計」 ※3「山形県消防防災課災害年表」 ※4速報値
注1：昭和42年の数値は、「山形県消防防災課災害年表」から死者数を、「水害統計」からその他の数値を引用。
注2：昭和50年の数値は、「山形県消防防災課災害年表」から死者数、負傷者数を、「水害統計」からその他の数値を引用。

最上川の増水による道路冠水状況
（新庄市畑地区）

鮭川の増水による堤防決壊状況
（鮭川村観音寺地区）
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過去の被害状況：近年の出水 平成27年9月10日～11日「関東・東北豪雨」の状況

◆県内では、台風18号から変わった温帯低気圧が日本海中部を北東へ進むとともに、台風17号が日本の東を北上し、
11日にかけて大雨となった11日にかけて大雨となった。

◆被害状況
・人的被害 負傷者 重傷者：１名（山形市）
・建物被害 住家 床上浸水：１３棟（最上町１３棟） 床下浸水：１７棟（最上町１２棟、舟形町４棟、米沢市１棟）

非住家 浸水：１３棟（最上町１２棟 舟形町１棟）非住家 浸水：１３棟（最上町１２棟、舟形町１棟）
◆避難状況
・避難指示 １町（最上町赤倉地区）
・避難勧告 ２市１町（山形市東沢地区、尾花沢市銀山新畑地区、最上町全域）
（「９月９日からの大雨に係る被害状況等について（終報）」山形県危機管理課・くらし安心局（山形県ＨＰ）参照）（「９月９日からの大雨に係る被害状況等について（終報）」山形県危機管理課・くらし安心局（山形県ＨＰ）参照）

◆最上小国川の出水状況について（最上町赤倉地区） 凡 例

浸 水 区 域

床上浸水家屋

床下浸水家屋

写真撮影方向

山形
県

9 月6 日0 時から11 日12 時までの総降水量（単位：mm）
（仙台管区気象台ＨＰ参照）

3

3

user
折れ線

user
折れ線



重要水防箇所（県）
○堤防の高さや幅、過去の漏水実績などから、水防上特に注意を要する区間を定め、重点的に巡視

が必要な箇所を重要水防箇所として指定し 山形県ホ ムペ ジにて公表しているが必要な箇所を重要水防箇所として指定し、山形県ホームページにて公表している。

重要水防区間延長

各減災協議会の県管理対象河川

協議会名 河川数

重要水防区間延長

Ａ
重要水防区間

箇所数
水防上最も重要な区間

Ｂ
重要水防区間

箇所数
水防上最も重要な区間

Ａ＋Ｂ

（箇所）

（現状と課題）
○水害リスクが高い区
間が非常に多い。

○未整備区間が長く
最上川上流 215 70 96 166

最上川中流 162 3 25 28

○未整備区間が長く、
「ハード対策」（築堤、
河道掘削等）を実施す
る必要があるが、費用
も時間も必要。

最上川下流・赤川 95 10 22 32

荒川上流 23 0 6 6

級河川

○洪水時、水防団によ
る巡視区間や水防活
動のおそれがある箇所
が非常に多く、水防団

二級河川 59 10 11 21

合 計 554 93 160 253

非 多 、 防団
の負担も大きい。

※箇所数は、山形県水防計画平成29年度版による。

堤防高
（流下能力）

Ａランク ：現況の河道において計画規模の流量が流れた場合の水位が、堤防の高さや河道の流下能力が不足し、現況の堤防高を越える箇所。
Ｂランク ：現況の河道において計画規模の流量が流れた場合の水位と現況の堤防高の差が、計画断面堤防として必要な余裕高に満たない箇所。

堤防高
（流下能力）

Ａランク ：計画断面堤防（標準的な堤防の断面形状）に対して、現況堤防の断面積や天端幅が半分に満たない箇所。
Ｂランク ：計画断面堤防（標準的な堤防の断面形状）に対して、現況堤防の断面積や天端次幅が不足しているが、半分以上はある箇所。

Ａランク 過去に法崩れ すべりの実績や 漏水の履歴があり その対策が未施工の箇所
法崩れ・すべり、

漏水

Ａランク ：過去に法崩れ・すべりの実績や、漏水の履歴があり、その対策が未施工の箇所。
Ｂランク ：過去に法崩れ・すべりの実績や、漏水の履歴があるが、その対策が暫定施工の箇所。基礎地盤及び堤体の土質等からみて法崩れ・

すべりや漏水が 発生する恐れのある箇所ｆで、所要の対策が未施工の箇所。

■補足説明
※この他、水衝部や洗掘箇所、工作物等設置箇所においても評定基準を定めています。

また、新しく施工された堤防や破堤跡、旧川跡については、注意を要する箇所として「要注意区間」として整理しています。
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洪水時における山形県からの情報提供等の内容及びタイミング（洪水予報河川）

洪水予報の発表 （山形県と気象庁との共同発表）
【洪水予報河川】（都道府県管理河川） 洪水予報の発表【洪水予報河川】（都道府県管理河川）

・流域が大きい河川で、洪水により国民経済上重大又
は相当な損害を生じる恐れがある河川を知事が指定。

洪水の恐れがあると認められたときは水位又は流量・洪水の恐れがあると認められたときは水位又は流量
を通知。

・都道府県知事が気象庁長官と共同して、水防管理者
及び量水標管理者に通知。

（現状と課題）
洪水予報の基準となる基準観測所水位

・必要時応じ報道機関の協力を求めて、一般に周知。

（現状と課題）

○山形県では、管理河川５５４河川のうち、６河川を洪水
予報河川に指定している。

○そのうち、最上川中流減災対策協議会では、最上小国○そのうち、最上川中流減災対策協議会では、最上小国
川、丹生川において、避難勧告の発令判断の目安とな
る氾濫危険情報の発表等の洪水予報を実施している。

○洪水時に、各受け持ち区間内の基準水位観測所水位
を確認することにより 水防団の水防活動の目安や地を確認することにより、水防団の水防活動の目安や地
域住民が避難を判断する目安の水位を確認できるよう
に情報の提供を行っている。

○洪水予報等の防災情報の持つ意味や防災情報を受け
た場合、その後の対応について、市町村と理解を深め、
確実に実施できる体制を整える必要がある。
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洪水時における山形県からの情報提供等の内容及びタイミング（水位周知河川）

【水位周知河川】（県管理河川） 洪水予報河川 水位周知河川危険度の
水 位【水位周知河川】（県管理河川）

・洪水予報河川以外で洪水によ
り国民経済上重大又は相当な
損害を生じる恐れがある河川

洪水予報河川 水位周知河川

水防法10条、11条 水防法13条

5

危険度
レベル

水　　位

氾濫の発生

○○川

氾濫発生情報損害を る恐れ ある河
を知事が指定

・洪水特別警戒水位に到達した
ときは、当該河川の水位又は
流量を通知。

4
（
危
険

）
氾濫危険水位

氾濫の発生

（特別警戒水位）

○○川

氾濫危険情報

○○川

氾濫危険情報

・市町村長の避難勧告

等の発令判断の目安

・住民の判断の参考に

なる水位
流 を通 。

・都道府県知事が水防管理者
及び量水標管理者に通知。

・必要時応じ報道機関の協力を
求めて、一般に周知。

3
（
警
戒

）

2
（
注

避難判断水位

（特別警戒水位）

○○川

○○川

氾濫警戒情報

○○川

氾濫警戒情報

・市町村長の避難準備情報

等の発令判断の目安

・住民の氾濫に関する情報

への注意喚起

2
注
意

）

1
水防団待機水位

氾濫注意水位

（警戒水位）

氾濫注意情報
※水防警報河川の場合

・水防団の出動の目安

【水防警報（出動）】

○山形県では、管理河川５５４河川のうち、６４河川を水位周知河川に指定している。

（現状と課題）

水防団待機水位

○最上川中流減災対策協議会の対象河川のうち、１１河川が指定され、避難勧告の発令判断の目安とな
る氾濫危険情報等を発信している。

○洪水時に、各河川の受け持ち区間内の基準水位観測所水位を確認することにより、水防団の水防活動
の目安や地域住民が避難を判断する目安の水位を確認できるように情報の提供を行っているの目安や地域住民が避難を判断する目安の水位を確認できるように情報の提供を行っている。

○提供する水位情報等の防災情報の持つ意味や防災情報を受けた場合、その後の対応について、市町村
と理解を深め、確実に実施できる体制を整える必要がある。
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洪水予報、水位周知河川の指定状況及び監視施設の状況
○山形県では、管理河川数５５４に対して、洪水予報河川数は６、水位周知河川数は６４。

○最上川中流大規模氾濫時の減災対策協議会の 管理河川数は１６２に対して、洪水予報河川数は２、
水位周知河川数は１１。

○河川水位を測定する水位計は、１８箇所、その内１８箇所ＨＰで公開。
○水位状況を把握するための河川監視カメラは設置されていない○水位状況を把握するための河川監視カメラは設置されていない。

※最上川中流大規模氾濫時の減災対策協議会の県管理対象河川は、規約別表３に示した１６２河川。このうち洪水予報河川２、水位周知河川１１の一覧を下記に示す。

水位計
河川監視

カメラ
河川名 管理延長(km)

洪水予報
水位周知 沿川の市町村名

洪水
予報

水位
周知

箇所数 内公開数 箇所数 内公開数

朧気川 15,800 13,500 尾花沢市 大石田町 ○ 1 1

　　丹生川 27,496 12,700 尾花沢市 大石田町 ○ 4 4

野尻川 12,800 8,600 尾花沢市 大石田町 ○ 1 1

区間延長(km) 河川 河川

　　最上小国川 42,050 34,700 最上町 舟形町 ○ 3 3

　　鮭川 25,164 13,200 真室川町 ○ 1 1

　　　升形川 15,900 17,400 新庄市 ○ 1 1

　　　　指首野川 10,500 10,400 新庄市 ○ 1 1

泉田川 22 170 3 400 新庄市 ○ 1 1　　　泉田川 22,170 3,400 新庄市 ○ 1 1

　　　　大以良川 3,200 2,800 新庄市 ○ 1 1

　　　真室川 30,600 13,500 真室川町 ○ 1 1

金山川 14,000 4,300 金山町 ○ 1 1

上台川 11,200 11,200 金山町 ○ 1 1

　　角川 13,550 12,400 戸沢村 ○ 1 1

合　計 2 11 18 18 0 0

（現状と課題）
○洪水予報、水位周知河川の指定数は７０で、管理河川の１３％。（全国平均７％）○洪水予報、水位周知河川の指定数は７０で、管理河川の１３％。（全国平均７％）

○他県と比較して指定河川数が多く、観測機器も多く保有しているため、観測機器等の計画的な更新が必
要。

○避難勧告等を担当する市町村に対し、確実な情報提供が必要。
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避難誘導（要配慮者利用施設）

急激な水位上昇等による要配慮者利用施設での逃げ遅れによる被害が発生（岩手県小本川）昇 要 者 設 被害 発 岩 県 本

（現状と課題）
○被災した要配慮者利用施設の管理者は、避難準備情報の発令

を認識していたが、当該情報を意味を理解していなかった。

○要配慮者利用施設へ

の説明会が急務

○そのため、避難行動に踏み切れなかった。

要配慮者 避難計画の 避難訓練

要配慮者利用施設の現状
•山形県では、国土交通省、厚

要配慮者利用施設への説明会の実施

要配慮者
利用施設数

避難計画の
策定施設数

避難訓練
実施施設数

378 14 18

山形県では、国土交通省、厚
労省と共同で、水害・土砂災
害への備えに関する説明会を
要配慮者利用施設の管理者
を対象に実施した。※施設数は、市町村地域防災計画に定められている要配慮者

利用施設を対象に H29 3に実施した調査結果

•県内８会場で開催され、合計
で４３９施設の参加があった。

利用施設を対象に、H29.3に実施した調査結果

説明会の実施状況

（現状と課題）

○山形県では、岩手県小本川の災害を契機に、国土交通省、厚労省と共同で、要配慮者利用施設の管理
者を対象に説明会を開催者を対象に説明会を開催。

○説明会参加者は、要配慮者利用施設数３０２４施設に対して、４３９施設と全体の１５％程度。
○不参加の施設管理者に対しても、引き続き、水害・土砂災害への備えについて周知する必要がある

○特に、市町村の地域防災計画に定められている要配慮者利用施設について、施設毎の避難計画作成を○特に、市町村の地域防災計画に定められている要配慮者利用施設について、施設毎の避難計画作成を
市町村が早急に働きかける必要がある。

○更に、避難計画策定施設には、その避難計画の訓練を実施し、必要な見直しを実施しながら、災害に備
える必要がある。
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ダムの洪水調節効果（高坂ダムH25.7.8）

○ 7月8日、梅雨前線に伴う降雨により、山形県庄内・最上地方では激しい雨が降った。
○高坂ダム流域では、降り始めからの総雨量が131mmを記録し、また、ダムへの最大流入量は
307.70m3/sを記録した。

○この出水により、高坂ダムでは防災操作を行い、ダム地点において最大221.95m3/sの流量をダム
に貯留し ダムがない場合に比べ矢ノ沢水位観測所（真室川町大字大沢地内）において約0 75ｍのに貯留し、ダムがない場合に比べ矢ノ沢水位観測所（真室川町大字大沢地内）において約0.75ｍの
水位を下げ、下流河川の氾濫防止に効果を発揮した。
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最上川水系最上圏域河川整備計画

河川管理施設の現状の整備状況及び今後の整備内容

最上川水系最上圏域河川整備計画
策定年度：平成15年9月24日策定、平成19年1月16日一部変更
対象区間：最上圏域のすべての知事管理区間（134河川、638km）
対象期間 策定時（平成 年）から概ね 年間

抜本的な河川整備を行う河川として、
３河川を設定

対象期間：策定時（平成15年）から概ね20年間

３河川を設定

一次支川名 河川名 施行場所

鮭川

指首野川 西山橋から上流2.2km区間

鮭川

沼前川 鮭川合流点から上流2.0km区間

最上小国川 最上小国川
最上川合流点より22km地点から上
流14.0km区間、及び最上町大字富
澤字大森地先にダムを整備澤字大森地先にダムを整備
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最上川水系村山圏域河川整備計画

河川管理施設の現状の整備状況及び今後の整備内容

最上川水系村山圏域河川整備計画
策定年度：平成15年9月24日策定、平成27年3月24日一部変更
計画対象期間：策定時（平成15年度）から概ね20年間
計画対象区間：村山圏域の知事管理区間148河川 延長773k

抜本的な河川整備を行う河川として、24河川を設定

計画対象区間：村山圏域の知事管理区間148河川、延長773km

※村山圏域の整備河川のうち、朧気川は最上川中流の対象とする。

※尾花沢市、大石田町を貫流する河川は、最上川中流の対象とする。
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【県資料－②】

県管理河川における主な課題と対応県管理河川における主な課題と対応

山形県

平成2９年5月29日

形県
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平成28年8月 北海道・東北豪雨を踏まえた課題と対応

課題１課題１

水害リスク情報等の共有による確実な避難
の確保

対応１－①

想定最大規模降雨に対する洪水浸水想定
区域設定の推進

洪水浸水想定区域の設定

最上川中流エリアの対象河川最上川中流エリアの対象河川

洪水予報河川： ２河川

水位周知河川：１１河川水位周知河川：１１河川

Ｈ２８年度：実施河川０

Ｈ２９年度以降、１３河川について洪水浸水

想定区域設定を推進する。

Ｈ２９年度は、升形川、指首野川の洪水浸水

想定を実施

洪水予報河川【県管理】6河川

水位周知河川【県管理】64河川
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急激な水位上昇等による要配慮者利用施設での逃げ遅れによる被害が発生（岩手県小本川）

平成28年8月 北海道・東北豪雨を踏まえた課題と対応

（現状と課題）
○小本川沿川地域で避難勧告が出ていなかった。

・県から情報が首長に伝わっていなかった。

首長に対する技術的な支援がなか た （水位の上昇が早く臨機な対応ができなか た ）

○都道府県管理河川でも

ホットラインの構築が必要
・首長に対する技術的な支援がなかった。（水位の上昇が早く臨機な対応ができなかった。）

河川管理者 市町村 住民水位に応じて各主体が行動

避難勧告等の発令に着目したタイムラインとホットラインのイメージ

氾濫危険情報
の発表

避難勧告の発令 避難開始
氾濫危険情報

の発表

河川管理者 市町村 住民水位に応じて各主体が行動

河川住宅地

タ
イ

避難勧告の発令 避難開始

氾濫警戒情報
の発表

避難準備情報
の発表

避難準備
要配慮者避難開始

氾濫注意情報
の発表

水防団の準備・
出動を指示

氾濫警戒情報

の発表水
位
上
昇

(

時
間
経
過

イ
ム
ラ
イ
ン

氾濫警戒情報

の発表

避難準備情報

の発表

避難準備

要配慮者避難開始

水防団の準備・

出動を指示

課題１：水害リスク情報等の共有による確実な避難の確保

昇過)

ホットライン

タイムライン：洪水予報河川６河川を対象に、平成２９年度以降タイムラインの作成を推進する。

ホットライン 山形県では ホットラインの活用を促す国からの通知（Ｈ２０ ７月）を受け 総合支庁から市町村の防災担当

対応１－②：タイムラインの作成およびホットラインの推進

ホットライン：山形県では、ホットラインの活用を促す国からの通知（Ｈ２０．７月）を受け、総合支庁から市町村の防災担当

課長を通して市町村長に対し河川の状況等の情報提供を行っていた。

平成２９年度「山形県水防計画書」にホットラインの取組を位置付け、出水時の取組を推進する。
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平成28年8月 北海道・東北豪雨を踏まえた課題と対応

課題２：河川管理施設効果の確実な発現 対応２：流下能力向上計画に基づく減災に向けた取組の推進
箇所選定基準と目標

阻害要因別の対策パターン

県管理河川のうち１６０ｋｍ（約１９０箇所）を対象に、Ｈ２９～Ｈ３３の

５ヶ年で堆積土・支障木対策を実施する。

対策スケジュール

24
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今後の進め方（案） 新旧比較今後の進め方（案） 新旧比較

H28年度 H29年度

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

関係機関調整

第２回協議

関係機関調整

(市町村説明)

H29協議会

幹事会
幹事会

第２回協議

会開催時点

H29協議会

●協議会規約への対象河川(県管理河川)の明文化
●取組方針の整理、県管理河川の取り組み追加（H29協議会まで調整）

取組方針の実施

今回県管理

関係機関調整

幹事会⑥市町村説明 幹事会③ 幹事会⑤幹事会④

今回県管理

河川追加

（変更後）

協議会③

●協議会規約への対象河川(県管理河川)の明文化
●現状の水害リスク情報や取組状況の共有
●取組方針の整理 県管理河川の取り組み追加 等

協議会④

●取組方針の整理、県管理河川の取り組み追加 等

取組方針の実施
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